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ふりかえり
発災２日目の対応を振り返りましょう。
・前日からの状況の変化を把握できましたか
・前日からの流れや対応策を整理できましたか
・対応策を深めることができましたか
・地域災害医療対策会議の実施方法や意義が理解できましたか

・実施できたこと、できなかったことを確認しましょう
・対応でよかった点
・改善できる点

チェックリストを参照しながら、皆さんの所属ですでに準
備できていること、できていないことを挙げてみましょう
例・地域災害医療対策会議について関係機関に周知できているか

・医療物資の確保方法について確認できているか
・避難所情報の収集方法や分析方法について確認できているか

など 139

DWAT

140

関連団体からの
メッセージ

発災３日目

発災３日目の朝を迎えました。

本日の活動を始めてください。

ライフライン等の状況が変化しています。
現状の確認から始めてください。

141

災害対応で連携する組織・団体
地元
市町村 保健部局、福祉部局、防災部局

社会福祉協議会、消防
医師会、歯科医師会、薬剤師会、看護協会
外部支援組織・団体
保健医療 DMAT、日赤、JMAT、AMAT

JPAT、JRAT、JDA-DAT
行政 DHEAT、保健師チーム
福祉 JVOAD（とりまとめ）、NPO、ボランティア、DWAT

など
142

参考文献：英国海兵隊に学ぶ最強組織の作り方（岩本仁） 143

ビジョン（簡潔に）
被災者の生命・生活を守る

ミッション
被災者が医療を受けられる被災者が衣食住を満たす

ミッション
被災者の医療確報

2
日
以
内
に
６
０
％

の
診
療
所
の
再
開

避
難
所
の
感
染
対

策
・
食
中
毒
対
策

2
日
以
内
に
巡

回
診
療
開
始

DMAT、
JMAT、

放射線技師

保健課長

医師会

避
難
所
の
保
健
医
療

情
報
収
集

保健師
チーム

獣医師１
保健師３

地元ICN

要
支
援
者
の
福
祉
相

談

市町保健師

JVOAD
NPO

社会福祉
協議会

DMATロジチーム、
DHEAT

DMAT

市町
保健部局

演習１・２で検討した対応につ
いて、地元・外部支援団体が
どのような役割をするか考え
てみましょう。

組織体制

１）救命活動から、避難所・在宅被災者支援に重点がシ

フトしてきます。市町村との連携をより密にしていきま

しょう。

２）保健部局だけでなく、福祉部局や防災部局との連携も

必要になります。普段から訓練などで顔の見える関係

を作っておきましょう。

３）疲労が蓄積してきます。職員の労務管理（勤務シフト

作成、休日の確保等）や健康状態を把握し必要な助

言・対応を行いましょう。また、職員のメンタル面にも気

を配り、心のケアをしましょう。
144

解説
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被害状況把握

１）負傷者、家屋、交通などの情報は重要な基本情報で

す。最新の情報を入手しましょう。

被害状況が具体的に整理され、全体像が見えてきま

した。圏域だけでなく、県内の状況、近隣県の状況も把

握しておくといいですね。

145

解説
介護施設

１）介護施設の被災状況、入所者の被災状況が把握され

てきました。介護施設、障害者施設の支援はどのよう

に進めますか？

平時から福祉部局と保健部局でどのように対応するか

想定していますか？

146

解説

病院対応

１）保健医療調整本部の活動状況（支援チームの要請状

況等）を確認しましょう。

２）DMAT活動拠点本部に連絡し、医療機関支援活動・医

療活動状況（DMAT、日赤など）を把握しましょう。

３）この時期からは病院の医療支援だけでなく、救護所や

巡回診療の支援にシフトしてきます。市町村や医療

チームと協力して、救護所等の運営について検討しま

しょう。

147

解説
避難所の保健活動・保健チーム要請

１）避難所の状況が分かってくると同時に、対応すべき課題が明確

になってきます。

２）避難所の情報を把握し、課題の評価をしましょう。

・避難所の名称と住所を把握できたか。

・避難所の所在地を地図上で確認することができたか。

・避難所の被災状況を把握できたか。

・避難所における有症状者の情報を収集したか。

・避難所巡回による被災者の二次健康被害予防対策（慢性疾患増

悪予防、DVT予防、熱中症対策、生活不活発病予防等）を行ったか。

３）市町村では、統括保健師と保健所のリエゾンなどが協力して課

題整理と対応方針を検討しましょう。

４）地域災害医療対策会議で圏域全体の課題を共有しましょう。
148

解説

保健師チームの受け入れ

県庁保健医療調整本部から連絡です

保健師チーム（保健師２人、ロジ１人）を２チーム
橋本圏域に派遣しますので、オリエンテーション
とどこに行くか配置をお願いします。

→10分後にファシリテーターを保健師チームと
みたててオリエンテーションしてください。

149

イベントカード No３－１ （３日目）

保健チームの要請

県庁保健医療調整本部から連絡です

保健師チーム２チームを派遣したが、さらに支援
が必要であれば、保健チームの種別、チーム数、
支援活動内容を報告するように。

150

イベントカード No３－２ （３日目）
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定期ミーティング

１）定期ミーティング（１日２回程度）を開催していますか。

２）定期ミーティング議事録を作成していますか。（概要、

クロノロ記載のみでも可能）

３）収集した情報を整理・分析し、優先課題を抽出したか。

抽出した優先課題への対応はどうしますか。

４）保健所本部の活動状況等（定期ミーティング内容）を

保健医療調整本部に報告しましたか。

151

解説
救護所・医療チーム

１）外傷など負傷者対応から、慢性疾患、風邪などの平

時の疾患対応になってきます。

２）地元でできることは地元で。平時の医療体制に戻すこ

とが目標です。

３）災害救助法による無料の救護所等での診療から、地

元医療機関の保険診療に円滑に戻す方法を検討しま

しょう。

４）上記のことを意識しながら、現状の地域の医療資源の

活動状況を把握し、救護所設置、医療チームの要請を

しましょう。
152

解説

医療チームの受け入れ

県庁保健医療調整本部から連絡です

昨日のJMAT２チームに加えて、本日日赤１チー
ム、JMAT１チーム、AMAT２チームを救護所活動
支援として橋本圏域に派遣する。

到着したら、オリエンテーションと配置をお願いし
ます。

→5分後にファシリテーターを医療チームとみた
ててオリエンテーションしてください。

153

イベントカード No３－３ （３日目）

医療チームの要請

県庁保健医療調整本部から連絡です

本日、医療チーム４チームを派遣したが、さらに
支援が必要であれば、必要チーム数、支援活動
内容を報告するように。DPATも必要であれば合
わせて要請するように。

154

イベントカード No３－４ （３日目）

支援チームのオリエンテーション

１）具体的対応

・オリエテーション資料（地図、関係施設、被害状況、組織体

制図等）、支援チーム受付名簿を用意する。

・保健医療活動チームの受付、名簿作成を行う。

・保健医療活動チームへオリエンテーションを行う。

・保健医療活動チームへ業務割振り（活動場所・活動内容）を

行う。

２）これから多数の支援チームが来てくれます。オリエンテー

ションを簡素化する方法を検討しましょう。

例：現チームの活動最終日に次のチームに来てもらい、チー

ム間で引継ぎをしてもらう。など
155

解説

車中泊の対応

橋本市健康部局から連絡です

避難所に車中泊をしている家族が複数い
る。保健師は、車中泊をやめるよう勧めた
が、拒否している。エコノミークラス症候群
も気になるが、どう対応したらよいか？

156

イベントカード No３－５ （３日目）
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対応例
・なぜ、車中泊を続けるのか聞く。

※夜間の関わり（聞き取り）は要注意。複数、男性同伴で。

・自宅の住所と被害状況を確認。自宅周辺のライフラインの最新
状況を確認して情報提供。

・昼の活動について確認する。（ずっと車中なのか）

・ペット同伴の場合、ペット同伴可能の避難所を教える。

・プライバシーを気にしている場合、パーテーションなどでプライバ
シーに配慮した避難所を教える。

・車中泊を続ける場合、エコノミー症候群を予防するために水分摂
取や運動を紹介する。

・１日に数回程度、避難所住民も車中泊住民も集まって体操会を
開催する

・市町村対策本部に車中泊をする避難者について、情報提供して、
行政サービスに漏れがないようにする。 157

【被災地域の保健所におけるＤＨＥＡＴ活動チェックリスト】

保健予防対策（フェーズ０）

○保健予防対策

・避難所（車中泊を含む）での健康支援活動が行われ
ているか確認、支援する

・避難所の保健医療情報収集状況を確認する（避難
所アセスメント・感染症サーベイランス等）

・避難所における要支援者を把握し、必要な各専門職
への連絡調整を確認・支援する

・避難所巡回によるこころのケア（セルフケア・相談・専
門職への依頼）を行ったか。

・衛生用品・特殊栄養食品（アレルギー食、介護食）、
口腔ケア用品等のニーズを確認、支援する 158

解説

感染症対応

橋本市保健部局から保健所に電話です

・伊都（いと）高校に、新型コロナ陽性者の家
族で濃厚接触者の男性（40代）が1名避難
してきました。どのように対処したらいいで
しょうか。

159

イベントカード No３－６ （３日目） 災害業務自己点検簡易チェックシート
（被災都道府県保健所用） 保健予防対策（フェーズ０）

○避難所等における要配慮者支援

2)市町村が行う要支援者の福祉避難所や介護施設への移動について、
広域的な支援を行う。

〇避難所等における感染症対策

1)避難所を巡回し、感染症予防啓発チラシの掲示、感染症予防対策（手
洗い等）の指導、衛生資材の配布を行う。

2)感染症サーベイランス体制を整える。
①疾病サーベイランス（確定例、疑い例）
―感染症患者発生時には、市町村保健師、医療機関から保健所本部
へ随時、定時報告を行う。
―J-SPEEDを確認する。

③問題探知サーベイランス
―市町村保健師から、保健所本部へ随時報告する。
―連絡会議等で探知する。 160

解説

避難者の栄養

かつらぎ町保健部局から連絡です

・避難所の食事が、パンやおにぎり中心になっていて、
もっと栄養のある食事を提供してほしいといわれてい
る。町に栄養士がいないので、どうしたらよいか教え
てほしい。

・小麦アレルギーのお子さんがいます。どうしたらいい
ですか。

・避難所で出される食事が固くて噛めず、食べられない
避難者がいる。流動食を手配してほしい。

161

イベントカード No３－７ （３日目） 対応例
・市町村の物資班に、栄養士を派遣する。
・栄養士の意見を参考に、食品物資の調達をする。
・喫食人員数を把握し、弁当などの提供について検討する。
・給食センターの活用などを検討する。
・自衛隊と調整し、献立を作成、食材を準備して、炊き出しを依頼する。
・避難所で調理が可能であれば、食材を提供して炊き出しを実施させる。

・保健師がアレルギーの内容や希望する食品について聞き取りをして、ニーズを確認する。
・栄養士会、ＪＤＡ－ＤＡＴが支援に来ていたら支援を要請
・アレルギー対応の備蓄食品がないか確認する。
・なければ、県庁に要請する。
・食物アレルギーに関する注意喚起（掲示）。
・保健所栄養士に指示して、他の避難所でも同様のことが起こっていないか調査をさせる。

・市町村災害対策本部で流動食を手配。
・市町村災害対策本部で対応できない場合は、県災害対策本部に要望。
・栄養士会に対応方法を問い合わせる。
・避難所で調理が可能なら、食材を届け調理してもらう。
・近隣の介護施設から譲ってもらう。
・ＪＤＡ－ＤＡＴが支援に来ていたら支援を要請
・入歯や口腔ケア上の問題がないか歯科衛生士会、歯科医師会の協力を仰ぐ。
・保健所栄養士に指示、もしくは栄養士会へ依頼。他の避難所でも同様のことが起こっていない
か調査をさせる。
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災害業務自己点検簡易チェックシート
（被災都道府県保健所用） 保健予防対策

○避難所等における食支援・栄養指導

・市町村の栄養・食生活支援体制を確認・支援する。
・避難所巡回等により栄養指導の必要な者の把握を行う。

・特殊栄養食品等を確保する。

○避難所等における歯科保健医療対策

・摂食・嚥下困難者、入れ歯の不具合等で処置が必要な者を把握
し、処置・指導を行う。
・虫歯、誤嚥生肺炎予防のため、避難者の口腔ケアの啓発・健康
教育を行う。

○在宅被災者への健康支援

・要支援者の安否確認を行う。 163

解説 災害業務自己点検簡易チェックシート
（被災都道府県保健所用） 生活環境衛生対策（フェーズ０）

○環境衛生対策（衛生管理・生活環境整備・防疫活動）

1)避難所巡回による環境チェックを行う。

2)避難所環境衛生情報の収集・分析を行い、衛生環境改善に向けた指
導・対応を行う。

3)不足する衛生資材を配布する。

○動物愛護対策（被災動物の保護・避難所における動物の保護）

1)被災動物受け入れ体制（捕獲、相談対応、引き取り、譲渡等）を整備する。

○食品衛生対策（食中毒防止対策）

1)避難所巡回による食中毒啓発ポスター等の配布・指導を行う。

2)炊き出しボランティア等への相談対応を行う。

3)避難所巡回による炊き出し場所の衛生状態の確認・指導を行う。

5)食中毒発生時の対応（調査・まん延防止対策）を行う。 164

支援のポイント（広報・渉外業務）

・地域のメディア関係機関への対応ルール作り（定
時に報道への発表を行い、原則個別取材等への
対応は行わないこと、必要に応じて臨時の発表を
行うこと、保健所本部スペースへの立ち入りを遠慮
していただくこと等）についてDHEATが助言・支援し
ましょう。本庁と保健所での役割分担、保健所内で
の役割分担を決めておくと効率的です。

・外部有識者や研究者などの訪問については、保健
所職員の代理としてまずDHEATが対応しましょう。

165

解説

【被災地域の保健所におけるＤＨＥＡＴ活動チェックリスト】
広報渉外業務（フェーズ０）

○広報・相談窓口の設置

(1)保健・医療・福祉関係の相談窓口を設置、住民に周知されて
いるか確認・支援する

○メディア・来訪者への対応

(1)被災自治体の報道体制方針を確認する（窓口の一本化）

166

解説

災害業務自己点検簡易チェックシート
（被災都道府県保健所用）（フェーズ０）

○広報（住民への情報提供）

1)相談窓口を設置する。

2)保健・医療・福祉に関する情報を住民へ周知する。

○メディア・来訪者等への対応（現場ニーズと乖離のあ
る支援者への対応）

1)都道府県保健医療調整本部と報道対応方針を確認する（窓口
の一本化）。

2)報道機関へ対応する。
3)報道資料を作成する。
4)行政、議員等へ対応する。
5)外部有識者や研究者等へ対応する。

167

解説
衛生対策

倒壊した家屋や家具など大量の廃棄物の処理が必要に

なります。

１）毒劇物取扱施設の被害状況の情報収集を行ったか。

２）一般廃棄物施設、産業廃棄物施設の被害状況の情

報収集を行ったか。

３）災害廃棄物仮置き場設置状況を確認し、適正な分別・

管理等の確認及び助言を行います。大量の廃棄物を

今後どのように処理するか検討が必要です。

168

解説
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発表

避難所の状況分析結果と今後の対応策
について、地域災害医療対策会議で管内
市町村に報告するつもりで、隣の班に報
告しましょう。（ブレイクアウトルーム）

報告を受けた班からは市町村の担当者に
なったつもりで、不明な点について質問し
ましょう。

169

ふりかえり

発災３日目の対応を振り返りましょう。
・ DWAT、 DMAT、DPAT、DHEAT、JVOAD、NPOの役割
や特徴が理解できましたか
・地元団体、外部支援団体との連携がイメージできまし
たか
・災害時の地元団体、外部支援団体の役割が理解でき
ましたか
・対応でよかった点
・改善できる点

チェックリストを参照しながら、皆さんの所属ですでに準
備できていること、できていないことを挙げてみましょう
例・避難所の生活支援で、市町村、福祉部局や地元ボランティアと対応について検

討しているか
など 170

終了

お疲れさまでした。

171
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２、学会等発表 

 

１）日本公衆衛生学会総会 報告（第 81 回総会 山梨県） 

P-13-10 第 13 分科会 健康危機管理 
災害時健康危機管理活動の支援・受援体制整備と DHEAT 養成事業 
〇池田和功（和歌山県湯浅保健所）、早川貴裕（栃木県保健福祉部医療政策課）、西田敏秀（宮

崎県高鍋保健所） 
 
抄録 
【目的】大規模災害時に保健所等が担う発災直後から亜急性期までの継続的な医療提供、避

難所等における保健医療衛生対応、そのための必要な情報収集、分析評価、連絡調整等のマ

ネジメント業務など、地域保健医療調整本部の指揮調整機能を担う人材を養成し、全国保健

所の災害対応力の底上げを図ることを目的とする。また、DHEAT（災害時健康危機管理支援

チーム：Disaster Health Emergency Assistance Team）の構成員としての知識を習得し、そ

の対応力の向上を図る。 
【結果と考察】令和 3 年度 DHEAT 基礎編研修（地域（圏域）保健医療調整本部運営研修）

を、東日本、西日本ブロック別に各 2 回、合計 4 回実施した。参加者数は、受講者 409 人、

ファシリテーター92 人、アドバイザー（池田班）49 人、4 日間で延べ 550 人であった。 
参加者アンケート結果より、研修の満足度は高かった。良くなかったと回答した者の意見

としては、「DHEAT 研修に初めて参加する人が多く、事前に資料を渡されても、実際の演習

でどのように個々人が動けばよいか分からなかった」など、演習への対応が困難だったとい

うのが多かった。 
本研修が今後の業務に役に立つかという問いに対して、87％の者がとても役に立つ、おお

むね役に立つと回答した。一方で、研修受講後に自都道府県で研修を企画・実施できると回

答した者は少なかった。 
初めての試みとして都道府県ごとに参加者が集合し、研修事務局と WEB でつなぐという

ハイブリッド形式を採用した。また、スプレッドシート、保健所 EMIS、D24H など新たな

ツールの訓練を導入するなどデジタル化を進めた。 
DMAT、DPAT、JVOAD、DHEAT といった関係機関からのビデオメッセージを視聴し、

支援チームの特徴や活動内容が理解できた。実災害では支援チームといち早く連絡を取り、

連携体制を構築することが重要であり、平時から地元で関係機関と顔の見える関係を構築し

ておく必要がある。 
DHEAT 活動ハンドブックをはじめ、保健所など保健部局の災害対応方法について記され

たものが発行され、災害対応のイメージがしやすくなった。これらガイドラインや本研修を

参考に、地元での関係機関と連携した訓練を積み重ね、災害対応を熟知した行政職員を育て

ると同時に、災害対応の知識を持った職員のすそ野を広げることが期待される。 
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２）地域保健総合推進事業発表会（抄録） 
災害時健康危機管理活動の支援・受援体制整備と実践者養成事業 
 
分担事業者 西田敏秀（宮崎県高鍋保健所） 
事業協力者 石井安彦（北海道保健福祉部）、伊東則彦（北海道根室兼中標津保健所）、杉澤

孝久（北海道帯広保健所）、古澤弥（札幌市白石保健センター）、相澤寛（秋田県大館保健所・

北秋田保健所）、鈴木陽（宮城県大崎保健所）、入江ふじこ（茨城県土浦保健所）、早川貴裕（栃

木県保健福祉部医療政策課）、前田秀雄（東京都北区保健所）、渡瀬博俊（東京都中央区保健

所）、筒井勝（船橋市保健所）、小倉憲一（富山県厚生部）、折坂聡美（金沢市保健所）加納美

緒（岐阜県恵那保健所）、鈴木まき（三重県伊勢保健所）、切手俊弘（滋賀県医療政策課）、池

田和功（和歌山県湯浅保健所）、松岡宏明（岡山市保健所）、豊田誠（高知市保健所）、杉谷亮

（島根県県央保健所）、服部希世子（熊本県人吉保健所）、内田勝彦（大分県東部保健所）、清

古愛弓（東京都葛飾区保健所）、藤田利枝（長崎県県央保健所）、田上豊資（高知県中央東保健

所）、中里栄介（佐賀県杵藤保健所）、白井千香（枚方市保健所）、尾島俊之（浜松医科大学健

康社会医学講座）、市川学（芝浦工業大学システム理工学部環境システム学科） 
要旨 令和 4 年度 DHEAT 基礎編研修（保健所災害対応研修）を 4 日間で延べ 603 人の参加

をえて実施した。コロナ禍での対応で、集合と WEB を組み合わせたハイブリッド方式で

実施し、くものいと（保健所現状報告システム）など災害時の IT ツールを利用する内容と

した。また、DMAT、DPAT、JVOAD、DHEAT、DWAT などの支援チームについて、ビ

デオメッセージや Live 配信で学んだ。本研修が保健所をはじめ行政の災害対応力向上の一

助になることを期待する。 
Ａ．目的 
大規模災害時に保健所等が担う発災直後から亜急性期までの継続的な医療提供、避難所等

における保健医療衛生対応、そのための必要な情報収集、分析評価、連絡調整等のマネジメ

ント業務等、地域保健医療調整本部の指揮調整機能等を担う人材を養成し、全国保健所の災

害対応力の底上げを図ることを目的とする。また、災害時健康危機管理支援チーム（以下、

DHEAT）の構成員としての知識を習得し、その対応力の向上を図る。 
Ｂ．方法 
 令和 4 年度災害時健康危機管理支援チーム基礎編研修（保健所災害対応研修）について研

修内容を企画した。研修に先立ちファシリテーターおよび地域のリーダーとなる企画運営リ

ーダーの養成研修を実施した。その後、東日本ブロックと西日本ブロックに分けてそれぞれ

2 回、合計 4 回実施した。都道府県別集合と WEB を用いたハイブリッド方式で実施した。

研修終了後、アンケート調査を実施し、研修の効果や課題について検討した。 
Ｃ．結果 
受講者 462 人、企画運営リーダー（ファシリテーター）95 人、アドバイザー（研究班）46

人、4 日間で延べ 603 人の参加があった。 
参加者アンケート結果より、研修の満足度は高かったが、事前学習の習熟度の個人差が大

きいようであった。事前学習を課して基礎的な知識を習得して受講するようにしているが、

 
 
 

短期間での基礎知識の習得が難しい方がいる。解決策としては、各自治体で初心者向けの研

修を実施し、多くの行政職員がベースとなる災害対応知識を学んでおくことが望まれる。 
 
本研修が今後の業務に役に立つかという問いに対して、91％の者がとても役に立つ、おお

むね役に立つと回答した。一方で、研修受講後に自都道府県で研修を企画・実施できると回

答した者は少なかったが、個別の意見では、「研修内容を復習し、自らが取組を始める段階に

なれば研修の企画実施にも携わることが可能になると思う」、「一人では難しいと思うが、受

講している方と一緒に検討することはできると思う」、「本研修のようなパッケージがあると

研修の企画・運営が行いやすいと感じた」など前向きな意見が見られた。 
 

 
 
 
 
 
 
 
 

Ｄ．考察 
令和 4 年度の DHEAT 基礎編研修は、都道府県ごとの参集と研修事務局を WEB でつなぐ

ハイブリッド形式を採用した。また、スプレッドシート、くものいと（保健所現状報告シス

テム）、D24H などの IT ツールの訓練を実施した。本研修では、DMAT、DPAT、JVOAD、

DHEAT、DWAT といった関係機関からビデオメッセージをもらい団体の特徴やその活動に

ついて学んだ。関係団体からは、平時や災害早期から連携することが大切とメッセージをも

らっており、各自治体で平時の訓練の場などで顔合わせをしておくことが大事である。 
今後は、特に福祉との連携を意識し、地元の福祉部局、社会福祉協議会、DWAT、NPO、

ボランティアと関係を築いていくことが大切である。実災害では支援チームといち早く連絡

を取り合い、連携体制を構築することが重要であり、そのためにも、平時から地元で関係機

関と顔の見える関係を作っておく必要がある。 
Ｅ．結論 
 令和 4 年度 DHEAT 基礎編研修（保健所災害対応研修）を 4 日間で延べ 603 人の参加をえ

て実施した。本研修が保健所をはじめ行政の災害対応力向上の一助になることを期待する。 
Ｆ．今後の計画 
 これまでの DHEAT 基礎編研修を踏まえ、①DHEAT ハンドブックをもとに、保健所災害

対策本部の対応の流れを学ぶ、②ロールプレイングを中心とした実践的な内容、③関係団体

との連携について習得する、ということを基本路線として維持しつつ、各都道府県レベルで

の基礎編研修実施を目指す。 
 今後は、DHEAT 協議会の地方ブロックレベルで連携研修を実施することで、地域レベル
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所）、筒井勝（船橋市保健所）、小倉憲一（富山県厚生部）、折坂聡美（金沢市保健所）加納美

緒（岐阜県恵那保健所）、鈴木まき（三重県伊勢保健所）、切手俊弘（滋賀県医療政策課）、池

田和功（和歌山県湯浅保健所）、松岡宏明（岡山市保健所）、豊田誠（高知市保健所）、杉谷亮

（島根県県央保健所）、服部希世子（熊本県人吉保健所）、内田勝彦（大分県東部保健所）、清

古愛弓（東京都葛飾区保健所）、藤田利枝（長崎県県央保健所）、田上豊資（高知県中央東保健

所）、中里栄介（佐賀県杵藤保健所）、白井千香（枚方市保健所）、尾島俊之（浜松医科大学健

康社会医学講座）、市川学（芝浦工業大学システム理工学部環境システム学科） 
要旨 令和 4 年度 DHEAT 基礎編研修（保健所災害対応研修）を 4 日間で延べ 603 人の参加

をえて実施した。コロナ禍での対応で、集合と WEB を組み合わせたハイブリッド方式で

実施し、くものいと（保健所現状報告システム）など災害時の IT ツールを利用する内容と

した。また、DMAT、DPAT、JVOAD、DHEAT、DWAT などの支援チームについて、ビ

デオメッセージや Live 配信で学んだ。本研修が保健所をはじめ行政の災害対応力向上の一

助になることを期待する。 
Ａ．目的 
大規模災害時に保健所等が担う発災直後から亜急性期までの継続的な医療提供、避難所等

における保健医療衛生対応、そのための必要な情報収集、分析評価、連絡調整等のマネジメ

ント業務等、地域保健医療調整本部の指揮調整機能等を担う人材を養成し、全国保健所の災

害対応力の底上げを図ることを目的とする。また、災害時健康危機管理支援チーム（以下、

DHEAT）の構成員としての知識を習得し、その対応力の向上を図る。 
Ｂ．方法 
 令和 4 年度災害時健康危機管理支援チーム基礎編研修（保健所災害対応研修）について研

修内容を企画した。研修に先立ちファシリテーターおよび地域のリーダーとなる企画運営リ

ーダーの養成研修を実施した。その後、東日本ブロックと西日本ブロックに分けてそれぞれ

2 回、合計 4 回実施した。都道府県別集合と WEB を用いたハイブリッド方式で実施した。

研修終了後、アンケート調査を実施し、研修の効果や課題について検討した。 
Ｃ．結果 
受講者 462 人、企画運営リーダー（ファシリテーター）95 人、アドバイザー（研究班）46

人、4 日間で延べ 603 人の参加があった。 
参加者アンケート結果より、研修の満足度は高かったが、事前学習の習熟度の個人差が大

きいようであった。事前学習を課して基礎的な知識を習得して受講するようにしているが、

 
 
 

短期間での基礎知識の習得が難しい方がいる。解決策としては、各自治体で初心者向けの研

修を実施し、多くの行政職員がベースとなる災害対応知識を学んでおくことが望まれる。 
 
本研修が今後の業務に役に立つかという問いに対して、91％の者がとても役に立つ、おお

むね役に立つと回答した。一方で、研修受講後に自都道府県で研修を企画・実施できると回

答した者は少なかったが、個別の意見では、「研修内容を復習し、自らが取組を始める段階に

なれば研修の企画実施にも携わることが可能になると思う」、「一人では難しいと思うが、受

講している方と一緒に検討することはできると思う」、「本研修のようなパッケージがあると

研修の企画・運営が行いやすいと感じた」など前向きな意見が見られた。 
 

 
 
 
 
 
 
 
 

Ｄ．考察 
令和 4 年度の DHEAT 基礎編研修は、都道府県ごとの参集と研修事務局を WEB でつなぐ

ハイブリッド形式を採用した。また、スプレッドシート、くものいと（保健所現状報告シス

テム）、D24H などの IT ツールの訓練を実施した。本研修では、DMAT、DPAT、JVOAD、

DHEAT、DWAT といった関係機関からビデオメッセージをもらい団体の特徴やその活動に

ついて学んだ。関係団体からは、平時や災害早期から連携することが大切とメッセージをも

らっており、各自治体で平時の訓練の場などで顔合わせをしておくことが大事である。 
今後は、特に福祉との連携を意識し、地元の福祉部局、社会福祉協議会、DWAT、NPO、

ボランティアと関係を築いていくことが大切である。実災害では支援チームといち早く連絡

を取り合い、連携体制を構築することが重要であり、そのためにも、平時から地元で関係機

関と顔の見える関係を作っておく必要がある。 
Ｅ．結論 
 令和 4 年度 DHEAT 基礎編研修（保健所災害対応研修）を 4 日間で延べ 603 人の参加をえ

て実施した。本研修が保健所をはじめ行政の災害対応力向上の一助になることを期待する。 
Ｆ．今後の計画 
 これまでの DHEAT 基礎編研修を踏まえ、①DHEAT ハンドブックをもとに、保健所災害

対策本部の対応の流れを学ぶ、②ロールプレイングを中心とした実践的な内容、③関係団体

との連携について習得する、ということを基本路線として維持しつつ、各都道府県レベルで

の基礎編研修実施を目指す。 
 今後は、DHEAT 協議会の地方ブロックレベルで連携研修を実施することで、地域レベル

− 56 − − 57 −

西田班／本文.indd   57 2023/03/02   14:08



 
 
 

での災害対応力の向上が期待できる。（今年度服部班との連携により、九州ブロックでの実証

実験を実施済み） 
 それに合わせて統括 DHEAT 研修や DHEAT 標準編研修との役割分担、都道府県レベルで

の基礎的研修実施など、関係性を整理していく必要がある。 
Ｇ．発表 
2022 日本公衆衛生学会総会 一般演題（示説） 
第 13 分科会 健康危機管理 P-13-10 
災害時健康危機管理活動の支援・受援体制整備と DHEAT 養成事業 
〇池田和功（和歌山県湯浅保健所）、早川貴裕（栃木県保健福祉部医療政策課）、西田敏秀（宮

崎県高鍋保健所） 
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【事業協力者】石井 安彦（北海道保健福祉部感染症対策局）、伊東 則彦（北海道根室/中標津保健
所）、杉澤 孝久（北海道帯広保健所）、古澤 弥（札幌市白石保健センター）、相澤 寛（秋田県大館/
北秋田保健所）、鈴木 陽（宮城県大崎保健所）、入江 ふじこ（茨城県土浦保健所）、早川 貴裕（栃木

県保健福祉部医療政策課）、前田 秀雄（東京都北区保健所）、渡瀬 博俊（東京都中央区保健所）、

筒井 勝（船橋市保健所）、小倉 憲一（富山県厚生部）、折坂 聡美（金沢市保健所）、加納 美緒（岐

阜県恵那保健所）、鈴木 まき（三重県伊勢保健所）、切手 俊弘（滋賀県医療政策課）、池田 和功(和

歌山県湯浅保健所)、松岡 宏明（岡山市保健所）、豊田 誠（高知市保健所）、杉谷 亮（島根県県央

保健所）、服部 希世子（熊本県人吉保健所）

【助言者】内田 勝彦（大分県東部保健所）、清古 愛弓（葛飾区保健所）、田上 豊資（高知県中央東

保健所）、中里 栄介（佐賀県杵藤保健所）、藤田 利枝（長崎県県央保健所）白井 千香（枚方市保健

所）、尾島 俊之（浜松医科大学健康社会医学講座）、市川 学（芝浦工業大学システム理工学部環境

システム学科）

令和4年度地域保健総合推進事業発表会

災害時健康危機管理活動の
支援・受援体制整備と実践者養成事業

分担事業者 西田敏秀（宮崎県高鍋保健所）

背景

DHEATの制度化

・H28年から DHEAT基礎編・高度編研修開始

・H29年7月 大規模災害時の保健医療活動に係る
体制整備の整備について（厚生労働省通知）

・H30年3月 災害時健康危機管理支援チーム
（DHEAT）活動要領について（厚生労働省通知）

・H30年７月 西日本豪雨災害に初めてDHEATが派遣

・R1年９月 厚生労働省防災業務計画にDHEAT明記

・R4年 DHEAT事務局・全国DHEAT協議会設置

これまでの経緯
H27・28年度 「広域災害時における公衆衛生支援体制（DHEAT）の普及及び

保健所に おける受援体制の検討事業」（高山班）
・ 「保健所における災害対応準備ガイドライン」作成 等

H30年度 マネジメント支援・受援の実践力をつける（白井班）
・DHEAT基礎編研修を実施（623人参加）
・全都道府県・指定都市から選出した指導者（ファシリテーター）を養成（115人）
・DCOME （ 災害医療救護通信エキスパート）研修参加／国際学会参加
・DHEAT学習の手引き（追補版）作成

R1年度～ 支援・受援体制整備と実践者養成（池田班→西田班）
目的：全国保健所の災害対応力の底上げ

H29年度 保健所の健康危機管理調整機能の標準化（白井班）
・ 「保健所における災害対応準備ガイドライン」等を用いてDHEAT研修を実施

・災害対策の取り組みや研修を支援する指導者（ファシリテーター）を養成（62人）

・「災害時健康危機管理支援チーム養成研修（基礎編）事前学習の手引き」作成

ねらい：DHEAT研修を通じて、全国保健所
の災害対応力の底上げを図る。

【目的】
大規模災害時に保健所等が担う発災直後から亜急性期までの継続的な医

療提供、避難所等における保健医療衛生対応、そのための必要な情報収集、

分析評価、連絡調整等のマネジメント業務等、地域保健医療調整本部の指揮

調整機能等を担う人材を養成し、全国保健所の災害対応力の底上げを図るこ

とを目的とする。また、災害時健康危機管理支援チーム（以下、DHEAT）の構

成員としての知識を習得し、その対応力の向上を図る。

【方法】

DHEAT基礎編研修について研修内容を企画した。研修に先立ちファシリ

テーターおよび地域のリーダーとなる企画運営リーダーの養成研修を実施した。

その後、西日本と東日本ブロックに分けてそれぞれ2回、合計4回、DHEAT基礎

編研修を実施した。研修終了後、アンケート調査を実施し、研修の効果や課題

について検討した。

【結果】 令和4年度
災害時健康危機管理支援チーム基礎編研修（保健所災害対応研修）

主催

日本公衆衛生協会

方法：ZOOM 
受講対象者

DHEATの構成員として
予定される、都道府県
等に勤務する、公衆衛
生医師（保健所長等）、
保健師、薬剤師、獣医
師、管理栄養士、精神
保健福祉士、臨床心理
技術者、事務職員等

開始
時刻

終了
時刻

スケジュール 方法 具体的内容 講師

9:30 9:40 主催者挨拶

9:40 11:40
演習１：災害時の公
衆衛生対策（発災初
日）

演習

発災当日の保健所の活動に
ついて、DHEATハンドブックを
参考に、ロールプレイ形式で
対応演習を行う。保健所初
動、情報収集、地域保健医
療調整本部の立ち上げなど。

・全国保健所長会
・西田班

11:40 12:40 昼食・休憩（60分）

12:40 14:40
演習２：災害時の公
衆衛生対策（発災２
日目）

演習

保健所管内における市町村
レベルでの避難所情報分析
を行い、具体的な公衆衛生
対応における、被災後の保
健医療ニーズと残存地域資
源の需給バランスを考える。

14:50 16:40
演習３：災害時の公
衆衛生対策（発災3
日目）

演習

関係者による会議を開催し、
情報共有や対応について役
割分担などを検討し、外部
からの保健師、各種支援
チーム及び物的資源の配分
調整を行う。

16:40 17:00 研修全体の質疑応
答

研修全体を通しての総括を
行うとともに、災害時健康危
機管理支援チームに関する
受講者の共通認識を醸成す
る。

・全国保健所長会
・西田班
・厚生労働省

リモートと集合をミックスした研修の形式

コロナ下での実施のた
め、大人数での形式は
避け、都道府県ごとに
受講者が集合し、ZOOM
を使って研修事務局と
参加者をつないで実施
した。

都道府県単位で集合し
ているため、参加者で
密にディスカッションしな
がら演習を進められ、ま
た、通信障害もなく全体
としても円滑に実施でき
た。
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開催状況、参加者数
受講者462人、企画運営リーダー95人、アドバイザー（研究班）

46人、4日間で延べ603人、45自治体にて実施。
参加自治体 受講

者
ファシリ
テーター

アドバイザー
（研究班）

第一回
（東日本）
10月20日（木）

宮城 秋田 群馬 千葉 東京
新潟 石川 山梨 長野 （9）

96 17 11

第二回
（西日本）
10月27日（木）

三重 大阪 和歌山 愛媛
高知 宮崎 鹿児島 沖縄 （8）

144 28 13

第三回
（東日本）
11月17日（木）

北海道 岩手 山形 福島 茨城
栃木 埼玉 神奈川 富山 福井
岐阜 静岡 愛知 （13）

73 15 12

第四回
（西日本）
11月24日（木）

滋賀 京都 兵庫 鳥取 島根
岡山 広島 山口 徳島 香川
福岡 佐賀 長崎 熊本 大分 （15）

149 35 10

45 462 95 46

※9月29日企画運営リーダー研修をwebで実施（当初は集合で予定、コロナ対応のため変更）

目標１：保健所として、発災から７２時間まで
の間に行うべき事項・手順を理解する

災害時に保健所が実施することを理解し、円滑
に演習を進行するための事前学習として、
DHEAT活動ハンドブック中の「災害業務自己点
検簡易チェックシート」、および、本研修の投影
資料を事前配布し予習してもらった。

本年度はスライド等の資料に加え、音声付きの
演習のポイント解説も付与した。

目標２：災害時に使用するスプレッドシート、
くものいと（保健所現状報告システム）、D24Hが使える。

これからの災害対応ではデジタルツールを使った情報
共有が進むと予想される。演習でツールの使用練習を
実施した。

くものいと

（保健所現状報告シス
テム）

ライフライン等被災状況を
入力すると、D24Hで一覧

が閲覧できる

目標３：災害時連携する関係団体（DMAT、DPAT、DHEAT、
NPO/ボランティア、DWAT）の活動の特徴を理解する

※各団体の特徴や活動内容についてビデオメッセージを作
成していただき、事前研修として提供。
DHEAT（支援者および受援者）

DHEAT受援の実際 長 先生
DHEAT支援の実際 長 先生

DMAT
DMATとの連携 DMAT事務局次長 近藤久禎先生

DPAT
DPAT DPAT事務局次長 河嶌讓先生

NPO/ボランティア（DVOAD）
被災者支援における行政とNPOとの連携について

JVOAD 様

※当日会場にて活動紹介
DWAT
群馬県DWAT 鈴木伸明 様

アンケート結果まとめ 395/557（回収率71％）

目標１：保健所として、発災から７２時間まで
の間に行うべき事項・手順を理解する

・災害時の初動対応への理解度は向上した

目標２：スプレッドシート、くものいと
（保健所現状報告システム）、D24H

が使える

・ITツールの活用についても、
全体的に向上した
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目標３：災害時連携する関係団
体（DMAT、DPAT、DHEAT、NPO/
ボランティア、DWAT）の活動の
特徴を理解する

・関係団体への理解は進んだが
、DHEATとしての活動については
今後の継続的な学習・訓練が必要

本研修の評価

・研修の満足度は高かったが、事前学習の習熟度の個人差が大きい
ようであった。解決策としては、各自治体で初心者向けの研修を実施
し、多くの行政職員がベースとなる災害対応知識を学んでおくことが
望まれる。
・本研修が今後の業務に役に立つかという問いに対して、89％の者
がとても役に立つ、おおむね役に立つと回答した。一方で、研修受講
後に自都道府県で研修を企画・実施できると回答した者は少なかった
が、個別の意見では、「一人では難しいと思うが、受講している方と
一緒に検討することはできると思う」、「本研修のようなパッケージ
があると研修の企画・運営が行いやすいと感じた」など前向きな意見
が見られた。

【考察】
令和4年度のDHEAT基礎編研修は、都道府県ごとの参集と研修
事務局をWEBでつなぐハイブリッド形式を採用した。また、スプレッ
ドシート、くものいと（保健所現状報告システム）、D24HなどのIT
ツールの訓練を実施した。

本研修では、DMAT、DPAT、JVOAD、DHEAT、DWATといった関
係機関からビデオメッセージをもらい、団体の特徴やその活動につ
いて学んだ。関係団体からは、平時や災害早期から連携すること
が大切とメッセージをもらっており、各自治体で平時の訓練の場な
どで顔合わせをしておくことが大事である。

今後は、特に福祉との連携を意識し、地元の福祉部局、社会福
祉協議会、DWAT、NPO、ボランティアと関係を築いていくことが大
切である。実災害では支援チームといち早く連絡を取り合い、連携
体制を構築することが重要であり、そのためにも、平時から地元で
関係機関と顔の見える関係を作っておく必要がある。

【今後の計画】

これまでのDHEAT基礎編研修を踏まえ、①DHEATハンド
ブックをもとに、保健所災害対策本部の対応の流れを学ぶ、
②ロールプレイングを中心とした実践的な内容、③関係団体と
の連携について習得する、ということを基本路線として維持し
つつ、各都道府県レベルでの基礎編研修実施を目指す。

今後は、DHEAT協議会の地方ブロックレベルで連携研修を
実施することで、地域レベルでの災害対応力の向上が期待で
きる。（今年度服部班との連携により、九州ブロックでの実証
実験を実施済み）

それに合わせて統括DHEAT研修やDHEAT標準編研修との
役割分担、都道府県レベルでの基礎的研修実施など、関係性
を整理していく必要がある。
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